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　（３）市債残高等

項　目
基準値

（H25）（A）
年度別実績 目標値

（H31）
取組実績
（B）－（A）H26 H27 H28 H29（B）

市 債 残 高
（  ）前年度対比 733億円 683億円

（△50億円）
635億円

（△48億円）
587億円

（△48億円）
551億円

（△36億円） 500億円 △182億円

市 債 残 高
（市民1人当たり） 80万円 75万円 71万円 66万円 62万円 58万円 △18万円

実質公債費率 8.1％ 8.2％ 8.7％ 9.0％ （未確定） 7.5％ －

将来負担比率※ － － － － （未確定） － －

※地方債残高等の将来負担額より充当可能財源が多い場合は、将来負担比率が算出されないため、「－」表示となっています。
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飛驒印刷協同組合との公用封筒の作成飛驒印刷協同組合との公用封筒の作成
及び無償提供に関する協定の締結及び無償提供に関する協定の締結

●行政改革における数値目標の現況
　（１）人件費削減額

項　目
基準値

（H25）（A）
年度別実績 目標値

（H31）
取組実績
（B）－（A）H26 H27 H28 H29（B）

人件費総額※　　
（  ）前年度対比 75.3億円 75.8億円

（0.5億円）
73.3億円

（△2.5億円）
72.1億円

（△1.2億円）
72.9億円
（0.8億円） △1.8億円 △2.4億円

※職員、嘱託職員、議員、各種委員等の人件費総額（職員の退職手当を除く）

　（２）職員数

項　目
基準値

（H25）（A）
年度別実績（年度当初） 目標値

（H31）
取組実績
（B）－（A）H26 H27 H28 H29 H30（B）

職員数　　　　　
（  ）前年度対比 1,048人 1,022人

（△26人）
968人

（△54人）
961人

（△ 7人）
975人
（14人）

976人
（　1人） 970人 △72人

正 職 員 数 897人 872人
（△25人）

837人
（△35人）

830人
（△ 7人）

832人
（2人）

828人
（△ 4人） 830人 △69人

嘱 託 職 員 数 151人 144人
（△ 7人）

122人
（△22人）

123人
（1人）

125人
（2人）

129人
（4人） 110人 △22人

再任用職員数※ 0人 6人
（6人）

9人
（3人）

8人
（△ 1人）

18人
（10人）

19人
（1人）  30人 19人

※定年退職後の雇用継続制度に基づき再度任用した職員数


